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本邦消化器外科の現状

消化器外科医は外科系医師の中で唯一減少。特に若手医師の減少が顕著

消化器外科医のインセンティブ
消化器外科の集約化
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56.0 34.7

（○） （○）

・「一般病床数」は、各医療機関から提出の対応方針等による。

・「紹介受診重点外来の基準 ※１」は、令和７年度外来機能報告による。

※１　紹介受診重点外来の基準

・再診基準:25％以上（再診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外来」の
           件数の占める割合）

紹介受診重点医療機関に係る基準及び医療機関の意向について

基準を満たす
医療機関名

一般病床数

紹介受診重点外来の基準　※１

意向初診
40％以上

再診
25％以上

1
一般財団法人津山慈風会

津山中央病院
471 あり

・初診基準:40％以上（初診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外来」の
           件数の占める割合）

かつ
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津山・英田圏域救急医療体制整備事業（R6～）

・平日日中に、軽症～

中等症も、津中を第一

選択として搬送する

ケースがある。

現状・課題

救急患者 救急搬送

・津山中央病院（以下、津中）

をかかりつけ医とする患者が

多い。

・救急医療のひっ迫について

知っている住民が35％と少な

 い（R6出前講座アンケート）。

取 組

目指すべき姿

適切な救急医療機関の利用促進、二次・三次救急医療機関への適切な搬送体制構築により、
住民が安心して必要な医療を受けられる地域を目指す。

１ 病床の見える化システムの運用 ※R7年度夏季に名称変更

〇当該システムに協力する医療機関（13病院）に対し報奨金を支給するもの
・内容：平日日中の「当日受入れ可能患者数」を入力する

平日の日中軽症～中等症（内科）の救急搬送（転院も含む）受入
情報の閲覧は、協力医療機関、消防機関のみとする。

・報奨金：1病院当たり10千円/月
・運用期間：令和7年7月～令和8年2月の計8カ月

２ 下り搬送への上乗せ補助
〇津山中央病院の下り搬送について上乗せ補助するもの
・対象医療機関：津山中央病院
・上乗せ補助額：入院１～３日目の転院搬送 計8件

1日目6,000円、2日目10,000円、3日目12,000円
（基準：当日の転院搬送18,000円を上限に3日目まで同額とする）

・運用期間：R7.7～R8.2月の計8カ月

３ 冬季平日日中の空床確保補助
〇冬季の平日日中に救急患者を受け入れるために休床を確保した医療機関（圏域内計2床/日）に
補助するもの。

・対象医療機関：協力を得られた7病院（救急告示＋2救急病院） 計43床利用
・補助額：10千円/床
・運用期間：R7.12.1（月）～R8.2.27（金）の平日計3か月（57日）

４ 救急医療に係る普及啓発活動
〇市町村と連携し、救急医療に係る現状や課題、救急医療の適正利用について広く周知し、住民等
の理解と協力を促す。

・普及啓発資材配布（研修会）
・市民向け普及啓発出前講座（出前講座：2回計92名、ミニ講座：2回計24名）

５ 消防機関等との連携
〇美作地域メディカルコントロール協議会、津山・英田圏域救急医療体制推進協議会等において、
救急搬送ルールを検討する。

システム活用促進
入口・出口問題解消
トリアージ問題の解消

平日日中は、津山中央病院以外の二次
救急医療機関へ救急患者を分散する。

津中は準夜帯以降に備える。

R7実績

出口問題解消
新規患者獲得

入口問題解消

トリアージ問題

入口問題

R8.3.26

トリアージ問題解消

入口問題解消

〇三次救急医療機関（津山中央病院）

・初期・二次・三次救急の役割をすべて

  担っている。

・昼夜問わず救急搬送患者が集中。

・空床確保できず、新たな重篤患者の

受入れが困難。

・人員が限られ救急の下り搬送ができない。

・院内で「病院間見える化システム(以下、

システム)」の活用ができていない。

〇二次救急医療機関

・リアルタイムでシステムを入力する負担が

  大きい。

・津中からの下り搬送患者が少ない。

・準夜帯以降(内科)の受入れは津中しかない。

入口問題

出口問題

システム活用問題

入口問題

救急医療機関
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津山・英田圏域救急医療体制整備事業（R6～）

・平日日中に、軽症～

中等症も、津中を第一

選択として搬送する

ケースがある。

現状・課題

救急患者 救急搬送

・津山中央病院（以下、津中）

をかかりつけ医とする患者が

多い。

・救急医療のひっ迫について

知らない住民が47.4％と多い

（R7出前講座アンケート）。

適切な救急医療機関の利用促進、二次・三次救急医療機関への適切な搬送体制構築により、
住民が安心して必要な医療を受けられる地域を目指す。

１ 病床の見える化システムの運用
〇当該システムに協力する医療機関（14病院）に対し報奨金を支給するもの
・内容：平日日中の「当日受入れ可能患者数」を1日1回以上入力する

平日の日中軽症～中等症（内科）の救急搬送（転院も含む）受入
情報の閲覧は、協力医療機関、消防機関のみとする。

・報奨金：1病院当たり1回/日入力10千円/月、2回以上/日入力15千円/月
・運用期間：令和8年4月～令和9年2月の計11カ月

２ 下り搬送への上乗せ補助
〇津山中央病院の下り搬送について上乗せ補助するもの
・対象医療機関：津山中央病院
・上乗せ補助額：入院１～３日目の転院搬送

1日目6,000円、2日目10,000円、3日目12,000円
（基準：当日の転院搬送18,000円を上限に3日目まで同額とする）

・運用期間：R8.4～R9.2月の計11カ月

３ 夏季・冬季平日日中の空床確保補助
〇夏季・冬季の平日日中に救急患者を受け入れるために空床を確保した医療機関
（夏季1床/日、冬季2床/日）に補助するもの。
・対象医療機関：協力を得られた8病院（救急告示＋2救急病院）
・補助額：10千円/床
・運用期間：夏季R8.  7.1（水）～ R8.9.30（火）の平日計3カ月（61日）

冬季R8.12.1（火）～ R9.2.26（金）の平日計3か月（57日）

４ 救急医療に係る普及啓発活動23千円＞
〇市町村と連携し、救急医療に係る現状や課題、救急医療の適正利用について広く周知し、住民等
の理解と協力を促す。
・普及啓発資材配布（R6年度作成済）
・普及啓発動画の修正（R6年度作成済）
・市民向け普及啓発出前講座（計5回）

５ 消防機関等との連携
〇美作地域メディカルコントロール協議会、津山・英田圏域救急医療体制推進協議会等において、
救急搬送ルールを検討する。

システム活用促進
入口・出口問題解消
トリアージ問題の解消

平日日中は、津山中央病院以外の二次
救急医療機関へ救急患者を分散する。

津中は準夜帯以降に備える。

R8計画

出口問題解消
新規患者獲得

入口問題解消

トリアージ問題

入口問題

R8.2.13

トリアージ問題解消

入口問題解消

〇三次救急医療機関（津山中央病院）

・初期・二次・三次救急の役割をすべて

  担っている。

・昼夜問わず救急搬送患者が集中。

・空床確保できず、新たな重篤患者の

受入れが困難。

・人員が限られ救急の下り搬送ができない。

〇二次救急医療機関

・リアルタイムでシステムを入力する負担が

  大きい。

・津中からの下り搬送患者が少ない。

・準夜帯以降(内科)の受入れは津中しかない。

入口問題

出口問題

システム活用問題

入口問題

救急医療機関

取 組

目指すべき姿
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鏡野町国民健康保険病院整備事業 見直しについて （Ｒ８．６．１８現在） 

 

 現計画 新計画（案） 

敷地面積 １２，２８９㎡ １２，２８９㎡ 

延床面積 約５，６００㎡ 約４，３００㎡ 

病 床 数 
７０床 

（一般５０床、療養２０床） 

６０床 

（一般病床（回復期）） 

構  造 
ＲＣ造 Ｓ造 

免震 耐震 

階  数 ３階 ２階 

発注方式 ＥＣＩ方式 未定 

建築工事開始 令和８年４月 令和１０年４月 

開院時期 令和１０年５月 令和１２年度 

※今後変更する可能性あり 

 



鏡野町在宅医療・介護連携事業推進協議会からのご報告 

                                        

鏡野町在宅医療・介護連携事業推進協議会 

                          連携推進部会 部会長 藤本 宗平 

(一般財団法人 共愛会 芳野病院 理事長) 

 

＜はじめに＞ 

令和 8 年度診療報酬改定には、新たな地域医療構想の考え方が反映され、来年度には介護報酬改定が予定され

ていますが、今のところ、岡山県版の新たな地域医療構想のガイドラインが示されるのを待っている状況です。 

また、厚生労働省の関連資料では、「医療と介護の連携」の推進が示され、地域、特に市町村において「協議の場」

の設置が提案されています。「鏡野町在宅医療・介護連携事業推進協議会」は、当町における「協議の場」の役割を担

うことになると考えます。 

 

★ 鏡野町 医療・介護・福祉 経営協働化 2026 について 

 

1. 背景と目的 

現在、鏡野町内の医療・介護・福祉現場は、人材不足、サービス需要の減少傾向、物価・人件費の上昇、そして職

員の負担増大という厳しい状況に直面しています。特に小規模事業所においては、単独での運営継続が限界に達

しつつあります。 こうした課題を解決するため、これまでの「単独経営」という考え方から脱却し、「地域全体で支

える経営」へと転換を図ることで、職員が働き続けられる環境と、地域サービスの持続可能性を確保することを目

的とします。 

 

2. 「経営の協働化」の定義 

本事業における「経営の協働化」とは、複数の法人や事業所が連携し、人材・業務・設備・ノウハウ等を共有するこ

とを指します。これにより、地域全体の医療・介護・福祉サービスの質の向上と、持続可能な経営基盤の構築を目

指します。この取り組みは、法人格（社会福祉法人、医療法人、株式会社等）や業種を問わず、町内のすべての関連

機関を対象としています。 

 

3. 協働化による期待されるメリット 

協働化を推進することで、職員側と経営側の双方に大きな利点（メリット）が期待されます。 

〇職員側のメリット 

・ 業務負担の軽減と休暇の取得しやすさの向上 

・ ICT 活用による業務の効率化 

・ 共同研修や多職種交流による自己成長・スキルの向上 

〇経営側のメリット 

・ 共同採用・共同サイト等による採用力の強化 

・ 物品の共同購入や事務の共同化によるコスト削減 

・ BCP（事業継続計画）の対応強化や経営の安定化 

 

4. 具体的な協働化の事業・活動（案） 

参加事業所からの提案を基に、協働化を具体化します。事業案は下記の通りです。 

①人材確保の共同化: 地域合同就職説明会の開催、共同採用サイトの構築、外国人材支援の共同実施。など 

②ICT・DX の共同導入: ケアプランデータの連携、記録ソフトの共同利用。など 



③オンライン研修、会議の実施： 医療・介護情報の共有など 

④バックオフィスの共同化: 経理・労務業務の共同化、物品の一括購入、送迎業務の連携。など 

⑤災害・感染症対応: 応援職員の相互派遣、備蓄物資の共有、BCP の連携策定。など 

 

5. 推進体制の再編 

実効性のある推進のため、また「協議の場」を築くため、在宅医療・介護連携事業推進協議会の部会体制を以下

のように統合・再編します。 

〇システム部会を連携推進部会へ改編 

介護現場の経営協働化、ICT・DX 推進の具体化、施設間の実務連携を主導します。 

〇研修企画部会・認知症部会を普及啓発部会へ統合 

住民や従事者への認知症理解、介護予防、ACP（人生会議）などの普及啓発活動を担います。 

 

6. 重点事業：ケアプランデータ連携システム 

協働化の第一歩として、「ケアプランデータ連携システム」の導入を最優先で進めます。 

概要： ケアマネジャーとサービス事業所間でのデータ連携をデジタル化し、転記作業や FAX 等のアナログ業

務を削減する 

戦略： システム導入費用が無料の期間内に、すべての町内事業所が参加できるよう啓発を行う 

5 月の時点で各事業所の ICT 環境やソフト利用状況の調査を実施済み 

 

7. 実施スケジュールと進め方 

厚生労働省が示した協働化ガイドラインを参考に、短期・中期・長期の目標を分けて進めます。 

令和 8 年 1 月 厚生労働省「経営の協働化・大規模化の進め方ガイドライン」に沿った計画策定 

5 月 協議会全体会での提案と意向調査 

6 月 津山英田圏域地域医療構想調整会議にて、鏡野町の取り組み（働きやすい職場環境づくり）を

アピールし、圏域全体の協力を得る 

9 月 第 10 回岡山県地域包括ケアシステム学会学術大会にて、これまでの活動報告を行う 

 

8. 新たな地域医療構想との連動（2040 年を見据えて） 

本戦略は、国が進める「新たな地域医療構想」の方向性と合致しています。 

〇2040 年問題への対応  

85 歳以上人口の増加や現役世代の急減に備え、地域の実情に応じた「地域包括ケアシステム」を深化させる 

〇広域連携 

二次医療圏単位（津山英田圏域）での調整会議や、必要に応じたワーキンググループ（WG）を活用し、都道府

県や周辺市町と整合性を図りながら進める 

 

9. まとめ 

鏡野町独自の目標として、DX の導入にとどまらず、自由な発想を取り入れながら「働きやすい仕組みづくり」

を推進していきます。町内の事業所が人員不足の状況にあっても無理なく参加できるよう、オンラインによるグル

ープワークやリアルタイムアンケートなどを活用し、負担の少ない形での「協働」を実現していきます。 

経営の協働化は、単なるコスト削減を目的とするものではありません。地域の医療・介護・福祉を将来にわたっ

て持続可能なものとし、地域住民が安心して暮らし続けられる環境を守るための重要な取り組みであると考えて

います。 
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2026.6.18
令和８年度津山・英田圏域地域医療構想調整会議（第１回）

鏡野町在宅医療・介護連携事業
推進協議会からの報告 

連携推進部会 部会長 藤本 宗平 
(一般財団法人 共愛会 芳野病院 理事長) 

病院 2
診療所 7 （3 公的）
眼科 1
歯科 ７ （3 公的）
保険調剤薬局 3

計 20施設

1

2
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1.居宅介護支援   5 施設
2.訪問看護         1
3.訪問介護（ホームヘルプサービス）   2
4.通所介護（デイサービス）               6
5.通所リハビリテーション（ディケア）   1
6.短期入所生活介護（ショートステイ）  2
7.短期入所療養介護（医療型ショートステイ） 1
8.介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  2
9.介護老人保健施設   1

10.認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）   5

11.看護小規模多機能型居宅介護       1
12.地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護   1
13.福祉用具貸与・特定福祉用具購入  1
14.地域包括支援センター     1
15.社会福祉協議会             4
16.養護老人ホーム              1
17.住宅型有料老人ホーム     2

計 ３７施設

3

4
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3

新たな地域医療構想策定にあたり
地域に期待されていること

「連携」と「協議の場」

5
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法人格・業種を問わず、町内すべての関連機関が対象！

社会福祉法人・医療法人・株式会社 等

11
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オンライン定期研修会

介護施設と協力医療機関・芳野病院のオンライン定期研修会 より

芳野病院

老 人 保 健 施 設

特別養護老人ホーム

13
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8

イメージ

目的・影響

対象・連携内容

組織形態

（国が定めルールに基づく） （現場主導の業務・経営の工夫）

（地域の医療提供体制の調整） （個々の事業所の質向上と人材確保）

（ガバナンスの構築） （柔軟な連携）

（病床機能の分担・地域医療計画の実行） （人事・ICT・購買等バックオフィスの共有）

15

16
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